
自　平 成 24 年 度

至　平 成 27 年 度

都 道 県 名 市 町 村 名

宮　城　県 南 三 陸 町

波伝谷地区

事 業 実 施 年 度

防災集団移転促進事業計画書

は　で　ん　や



１　移転促進区域

㎡ 戸 戸 戸
33,967 51 51 0
(33,967)

14,384
(14,384)

48,351
(48,351)

（注）　1　「移転促進区域名」欄に記入する区域名には、Ａ区域、Ｂ区域等の符号を用いても差し支えない。
　　　　2　「移転促進区域の面積」欄には、上段に地区面積、下段括弧内に住宅用地（住宅の用に供する土地）面積を記入すること。
        3　「災害危険区域の指定」欄には、既に災害危険区域が指定されている場合には指定年月日及び建築制限内容を記入すること。
　　　　4　「集団移転が必要な理由」欄には、当該区域の住宅を集団移転させる必要性を記入すること。
　　　　5　移転促進区域の位置及び状況が判断できる位置図及び区域図を添付すること。
　　　　　（位置図）縮尺１万分の１の図面に全ての移転促進区域を朱線で明示し、区域名を記載すること。
　　　　　（区域図）移転促進区域毎に縮尺５千分の１以上の図面に移転促進区域を朱線で明示し、区域内の土地について境界を黒線で
　　　　　　　　　　明示した上で、被災前の土地利用の区分に従って色分けし、区分毎に通し番号を付すこと。
　　　　　　　　　　　宅地（住宅敷地）　　　･･･赤（公有地の場合は赤斜線）
　　　　　　　　　　　宅地（住宅敷地以外）　･･･青（公有地の場合は青斜線）
　　　　　　　　　　　農地　　　　　　　　　･･･緑（公有地の場合は緑斜線）

18 0

移　転　促　進　区　域　名

波伝谷Ｂ区域

波伝谷Ａ区域

平成24年9月1日
約35.9haを指定

東日本大震災により、波伝谷地区（都市計画区域
外）は壊滅的な被害を受けている。当該地区の防
潮堤の整備はTP+7.3mで予定されており、今後、
同規模の災害が発生した際に、多大な被害を受け
ることは明らかであり、住民の住居に適当でない
と認められるため、防災集団移転促進事業を実施
し、地区内住民の移転を行うものである。

計

集団移転が必要な理由
全住戸数

69

18

住宅被害状況
移転促進区域の

面積

69 0

全壊戸数 半壊戸数
災害危険区域の指定



移　転

戸 戸 世帯 世帯 人 人

51 （ 29 ) 51 （ 29 ) 204 （ 116 )

51 204

（ 14 ) （ 14 ) （ 56 )
72

69 （ 43 ) 69 （ 43 ) 276 （ 172 )
69 27669

18
18

現　在

波伝谷Ｂ区域

現　在

18
72

計

（注）　1  住居数、世帯数および住民数の欄には、それぞれ計画策定時の数値を記入すること。なお、この数値には、事業計画の策定時
　　　　 に移転促進区域に現に居住している者のほか、災害に伴う住宅の滅失・損壊等により応急仮設住宅に入居している者、他の地域
         に避難している者等で従前地に引き続き居住する意向を有する者に係る住居数、世帯数及び住民数を含むものとする。
　　　　2  住居数、世帯数及び住民数の「移転」欄には、「現在」欄に記入した数値の住居、世帯及び住民のうち移転促進区域外へ移転
　　　　 するものの数値をそれぞれ記入し、そのうち本事業により整備する住宅団地へ移転するもの（住宅団地内に整備される公営住宅
　　　　 （災害公営住宅を含む。以下同様）に移転するものを含む）の数値を上段括弧内に記入すること。
　　　　3　住居数の計における「移転」欄の上段括弧内の数値が下段の数値の２分の１未満の場合には、その理由を「住宅団地の規模に
　　　　 関する特例を適用する必要性」欄に記入すること。

２　移転促進区域内にある住居の数等

住宅団地の規模に関する特例を適用
する必要性

住　民　数世　帯　数

現　在 移　転

住　居　数

移　転

波伝谷Ａ区域

移 転 促 進 区 域 名

51

18



　(１)　住宅団地の整備

区画 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

(           )(       ) (           ) ( ）(        )

19 6,270 6,270 2,118 389 888 6,418 9,813 0 0.0% 16,083

区画 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（　　　　） （　　　　） （　　　　）

43 14,190 0 14,190

農地及び山
林

農地及び山
林

津波シミュレーションによれ
ば、波伝谷地区付近はTP+17.2ｍ
まで津波が遡上したが、候補地
はTP+２８ｍ以上に位置するた
め、津波被害の危険性が皆無の
地域であり、現況は起伏が少な
い農地であり、国道398号が近接
であることから、移転適地と判
断した。

22,56814,648

津波シミュレーションによれ
ば、波伝谷地区付近はTP+17.2ｍ
まで津波が遡上したが、候補地
はTP+２０ｍに位置するため、津
波被害の危険性が皆無の地域で
あり、従前住宅地に近接してお
り、現況は起伏が少ない農地で
あり土工量が少ないことから、
移転適地と判断した。

38,651

0 0.0%

―24,461 06,012 15,6551,049 1,745

9,2377,920 7,920 857

（注）　1　住宅用地の「住宅敷地」欄及び「公営住宅用地」欄には、移転促進区域からの移転者に対する住宅敷地、公営住宅用地の別にそれぞれの面積等
　　　　 を記入すること。
　　　　2  住宅敷地平均面積が330㎡を超える場合には、住宅用地の「住宅敷地」欄の上段括弧内に住宅敷地平均面積を330㎡とした場合の数値を記入する
　　　　 こと。
        3　公営住宅の一部にしか移転促進区域からの移転者が入居しない場合には、公営住宅用地面積を公営住宅全体戸数に占める当該移転者が入居する戸
　　　　 数で按分して算出した数値を「公営住宅用地」欄の上段括弧内に記入するとともに、住宅用地の「面積計」欄及び公益的施設用地の「住宅団地に占
　　　　 める割合」欄及び「合計」欄についても公営住宅用地面積を上段括弧内の数値とした場合の値をそれぞれの欄の上段括弧内に記入すること。
        4　関連公共施設等用地のうち「道路」欄には、住宅団地内道路の面積を記入するものとし、取付道路の面積は含まないこと。
　　　　5　「用地選定の理由」欄には、当該住宅団地の位置が安全性、移転者の生活等の利便性、交通アクセス、造成・維持管理コスト等の観点から他
          の候補地と比較考量した結果、最適であると判断した理由を記入すること。
　　　　6　「整備前の土地利用状況」欄には、農地、宅地、山林、公有水面等整備前の土地利用状況を地目により記入すること。
　　　　7　住宅団地ごとに、土地利用計画図を添付すること。
　　　　 　なお、土地利用計画図には、住宅敷地、公営住宅用地、道路、広場、集会施設用地等についてその配置を表示すること。
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③
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波伝谷地区
波伝谷団地 66024
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波伝谷地区
松崎団地

④
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団
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住宅敷地

計

３　住宅団地及び住宅敷地等の整備

整備前の土
地利用状況

住宅団地名

住 宅 用 地 関連公共施設等用地

集

会

施

設

住　宅　団　地　面　積

公益的施設用地

公

益

的

施

設

②
面
　
積
　
計

そ

の

他

区

画

数

面

積



住宅敷地 公営住宅 計

区画 戸 ㎡ ㎡

7,920

備　　　　考
①住宅敷地

総面積
②住宅敷地
  平均面積

3306,270

330

14,190

　(２)　住宅敷地等の整備

19 0 19

波伝谷地区
波伝谷団地

住宅団地名

住宅敷地等の数

240

波伝谷地区
松崎団地

24

（注）　1　住宅敷地等の数の「住宅敷地」欄には、移転促進区域からの移転者に貸付又は分譲される住宅敷地の区画数を記入すること。
　　　　2　住宅敷地等の数の「公営住宅」欄には、移転促進区域からの移転者が入居する公営住宅の戸数を記入すること。
　　　　3  「住宅敷地総面積」欄には、様式３（１）の住宅用地のうち住宅敷地の「面積」欄の下段の数値を記入すること。
　　　　4　「住宅敷地平均面積」欄には、「住宅敷地総面積」欄の数値を住宅敷地等の数の「住宅敷地」欄の数値で除した数値を記
　　　　　入すること。

計 43 3300 43



①総面積
②住宅敷地

面積
＝3(2)①

③関連公共
施設等用地

面積
＝3(1)③

㎡ ㎡ ㎡ 千円 千円 千円 千円 千円 千円

⑥住宅敷地
造成費

⑦住宅敷地整備費
＝（④*②/①）+⑥

107,295

115,953 ― 249,896 292,466計 38,651 14,190 24,461

　(３)　住宅敷地等の整備費用

住宅団地名

波伝谷地区
松崎団地

16,083 6,270 48,249 3.009,813

面　　積

④用地取得費
⑤用地取得

単価
＝④/①

波伝谷地区
波伝谷団地

307,683

126,105

22,568 7,920 67,704 3.00 142,601 166,36114,648

⑧関連公共
施設等用地

造成費

（注） 1　面積の「①総面積」欄には、様式３（１）「⑤合計」欄の下段の数値から様式３（１）「①公営住宅用地」欄の下段の数値を
　　　　差引いた数値を記入すること。
       2  面積の「②住宅敷地面積」欄には、様式３（２）「①住宅敷地総面積」の数値を記入すること。

※用地取得単価は、不動産鑑定実施中のため変動の可能性がある。

431,664 505,047

⑨関連公共施設用
地等整備費

＝（④*③/①）+⑧

167,925 197,364

263,739



貸付地 分譲地 ①合計 貸付地 分譲地 ②合計

区画 区画 区画 ㎡ ㎡ ㎡ 千円 千円 千円 ㎡ 千円

330

⑦＝330/⑥
※１以上の時
は１とする

⑧補助対象経費
=(③-Max(④,⑤))*⑦

⑥住宅敷地
の平均面積
＝3(2)②

330

330 1.00000

292,466

126,1051.00000

166,361

④分譲地の
分譲価格

⑤分譲地の
市場価格

6,270

7,920 0 7,920 0

0

14,190 0 14,190 1.000000292,466 0

（注） 1　分譲地の分譲価格及び市場価格の根拠となる資料を添付すること。
       2  ⑦は小数点６桁以降を切り捨てること。

0

0

計 43 0 43

0

住宅敷地の面積

　(４)　住宅敷地整備に係る補助対象経費

住宅団地名

住宅敷地の区画数

波伝谷地区
波伝谷団地

24 0 24 166,361

波伝谷地区
松崎団地

19 0 19 126,1056,270

③住宅敷
地整備費
＝3(3)⑦



――

―

計

― ―

波伝谷地区
松崎団地

住宅団地に
占める割合

（５）　公益的施設用地の整備

住 宅 団 地 名 公 益 的 施 設 名 施設用地の面積等

―

用地の分譲・借地の区分及び
分譲・借地先

（注）　1  公益的施設用地を借地とする場合は、その理由を備考欄に記入すること。
　　　　2　「住宅団地に占める割合」欄には、様式３（１）の公益的施設用地の「④住宅団地に占める割合」欄の上段括弧の
          数字を記入し、その割合が住宅団地面積の30%を超える場合には、その理由を備考欄に記入すること。

備考

―

―

― ― ―

―
波伝谷地区
波伝谷団地



貸付地 分譲地 ①合計 貸付地 分譲地 ②合計

区画 区画 区画 ㎡ ㎡ ㎡ 千円 千円 千円 千円 千円

計
― ― ―

―― ― ― ― ― ―

波伝谷地区
波伝谷団地 ― ― ― ―

⑤分譲地の
分譲価格

⑥分譲地の
市場価格

⑦補助対象経費
=(③+④)-Max(⑤,⑥）

波伝谷地区
松崎団地 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(６)　公益的施設用地整備に係る補助対象経費

住宅団地名

公益的施設用地の区画数 公益的施設用地の面積 ③用地取得
費

＝3(3)⑤*②

④用地造成
費

― ―― ― ― ― ― ―



千円 戸

４　移転者の住宅団地における住宅建設等に対する助成措置

備　　　　考

住宅の建設または購入を目的として資金を金融機
関から借り入れたものに対し、借入金利子（年利
率８％を限度とする）を計算し、利子総額４，４
４０千円を限度とした利子相当額を補助する。

計

補助対象経費、及び、補
助対象戸数は、限度額
いっぱいで積算してお
り、今後、変動の可能性
がある。

43

助　成　内　容 対象戸数

0

補助対象経費助  成  措  置

住宅の建設または購入

住宅の建設または購入および住宅用地の購入を目
的として資金を金融機関から借り入れた者に対
し、借入金利子（年利率８％を限度とする）を計
算し、利子総額２，６４０千円を限度とした利子
相当額を補助する。

190,920

43

0

190,920

住宅用地の購入



千円 千円
32,670 32,670

60,060 60,060

計 333,520 333,520

3,960

擁壁 184ｍ 45,320 45,320

その他 防火水槽、ゴミステーション等 3,960

集会施設 1ケ所（150㎡、木造、平屋建） 23,100 23,100

集会施設 1ケ所（150㎡、木造、平屋建） 23,100 23,100

小計 213,400 213,400

排水施設 雨水排水 34,760 34,760

飲用水供給施設 水道管敷設649ｍ 25,080 25,080

５　関連公共施設の整備

団地内道路 幅員6ｍ×353ｍ

住 宅 団 地 名 施　　設　　名 施　　設　　内　　容

波伝谷地区
松崎団地

13,640

その他

補助対象経費工事費

21,890

120,120

24,860

21,890

13,640

24,860

21,120 21,120

（注）　1　「施設内容」欄には、それぞれの施設の規模、構造、数量等を記入すること。
　　　　2　土地利用計画図（３（１）の（注）７）に各施設の設置箇所を明示すること。

3,9603,960

120,120小計

防火水槽、ゴミステーション等

波伝谷地区
波伝谷団地

団地内道路 幅員6ｍ×649ｍ

公園・緑地 857㎡

888㎡公園・緑地

排水施設 雨水排水

飲用水供給施設 水道管敷設353ｍ



住宅用地 その他 住宅用地 その他

㎡ ㎡ ㎡ 円 円 円 千円

(33,967 ) (           ) (           )

33,967 ― ―

（33,967） (0) (0)

33,967 ― ―

買収費

共同漁業施設用地等として活
用予定

農地

173,232

買取単価（１㎡当り）
移転促進区域名

― ―

宅地
農地

宅地

5,100

（注） １　「宅地等買取面積」欄には、上段括弧内に買取対象以外の土地を含む面積を記入すること。

※買取単価については、不動産鑑定実施中のため変動の可能性がある。

計 ― 173,232――

６　移転促進区域内における宅地及び農地の買取り計画及び利用計画

波伝谷A区域

買取地の土地利用

宅地等買取面積



（注）　1　「建築制限の態様」欄には、移転促進区域内における建築物の建築禁止その他建築物の建築に関する制限の態様を
　　　　 記載すること。
　　　　2　既に当該移転促進区域に係る条例が制定されている場合には、その条例を添付すること。
　　　　3　条例が未制定の場合で、条例制定の予定がある場合は、その施行予定月日を「条例施行月日」欄に施行予定とし
　　　　　記載するとともに、条例案その他内容の把握できるものを添付すること。

７　移転促進区域内における建築制限その他土地利用の規制

建築基準法第３９条に基づく災害危険区域に指
定する。
南三陸町災害危険区域設定条例（平成17年10月
1日条例第152号）によって、災害危険区域内に
おいては、住居の用に供する建築物を建築して
はならない。

平成24年9月1日

Ａ区域においては、住宅敷地等
の買取を行うことから、買取時
点までに条例を制定することを
計画中。
Ｂ区域においては、住宅敷地等
の買取を行わない。

波伝谷A区域
波伝谷B区域

移転促進区域名 建築制限の態様 条例施行月日 備　　　　　　考



千円 千円

計

　(１)　農林水産業に係る生産基盤の整備及び近代化施設の整備

住 宅 団 地 名

８　農林水産業に係る生産基盤の整備及び近代化施設の整備その他移転者の生活確保

施　　設　　名

――
波伝谷地区
松崎団地

波伝谷地区
波伝谷団地

○　自力生活再建への支援
　　被災者生活再建支援金制度等を活用し、被災者の自力生活再建
を支援している。

住  宅  団  地  名 そ の 他 の 事 項

○　自力生活再建への支援
　　被災者生活再建支援金制度等を活用し、被災者の自力生活再建
を支援している。

波伝谷地区
波伝谷団地

（注）　1　「施設内容」欄には、施設の規模、構造、数量等を記入すること。
　　　　2　土地利用計画図（３（１）の（注）７）に各施設の設置箇所を明示すること。

波伝谷地区
松崎団地

工事費 補助対象経費施　　設　　内　　容

― ―

（注）　1　移転者の生活確保等について、必要に応じて記入すること。

備　　　考

　(２)　その他の事項



千円 戸

補助対象経費、及び、補助
対象戸数は、限度額いっぱ
いで積算しており、今後、
変動の可能性がある。

53,820

その他の場合
69

69

53,820

（注）　1　住居の移転に対する助成の基準を地方公共団体において定めている場合は、その要綱等を添付すること。

計

９　移転者の住居の移転に対する補助

移転促進区域から住居を移転した場合、１戸当たり７
８０千円を限度として補助する。

備　　　　考区　　　　分 補助対象経費助　　成　　内　　容

離農等をする場合

対象戸数



事 業

事業内容 総事業費 補　助 補助対象 国　庫 都道府県
年 度 限 度 額 経　　費 支出金 支 出 金

千円

用地取得費 24 115,953

住宅団地用地
造成

25 681,560

小　計 797,513 1,128,956 797,513 697,823 99,690

住宅建設等助成
移転先住宅建
設等助成

26～27 190,920 190,920 190,920 167,055 23,865

公 共 施 設 整 備 公共施設整備
道路、水道

等 25 ○ 333,520 153,983 333,520 291,830 41,690 ※

宅地及び農地の
買取り

宅地、農地の
買取り

24 173,232 173,232 151,578 21,654

農林水産業基盤
等整備

共同作業所等
整備

0 53,449 0 0 0

移 転 費 助 成 移転費助成 26～27 53,820 53,820 53,820 47,093 6,727

1,549,005 1,549,005 1,355,379 193,626

※移転候補地が山林であり、道路の整備が必要となるため、道路等の整備が補助対象を上回る

千円

１０　集団移転促進事業の実施に必要な経費および資金計画

　(１)　総　括　表

左　の　財　源　内　訳

一般財源
事業名事 業 の 種 類

特例の
必要の
有無

       2　公共施設整備費が補助基本額を超える場合には、「特例の必要の有無」欄に○を付し、その理由を備考欄に記入すること。

住宅団地用地
取得

その他
備　　　考

合　　　　計

住宅団地用地取
得及び造成

（注）　1　住宅団地用地の取得及び造成費が補助基本額を超える場合には、「特例の必要の有無」欄に○を付し、様式10(2)住宅団地候補
         地の比較表に必要事項を記入し添付すること。

千円 千円 千円 千円 千円



円

－

住宅団地候補地 地目
買収単価

（１㎡当たり）
経済性 備　　　　考利便性

－ －
－ －－ －

－－ － － －－ － －計

（注）　1　評価項目について○、△、×で評価すること。
　　　　2　評価項目については必要に応じて適時追加及び変更しても構わない。
　　　　3　１つの住宅団地候補地だけではなく、比較した全ての住宅団地候補地について記入すること。
　　　　4  経済性については、買収単価、造成費などの住宅団地の整備費用を評価すること。
　　　　5  用地取得の容易性については地権者の数、地権者の事業への理解度などを勘案して評価すること。
　　　　6  移転促進区域及び住宅団地候補地の位置の分かる資料を添付すること。

（２）住宅団地候補地の比較表

総合評価

－

安全性
　用地取得の
　容易性

－



平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 合　　計

千円 千円 千円 千円 千円 千円
(115,953) (681,560) (0) (0) (0) (797,513)

101,458 596,365 697,823

(0) (0) (63,640) (127,280) (0) (190,920)

55,685 111,370 167,055

(0) (333,520) (0) (0) (0) (333,520)

291,830 291,830

(173,232) (0) (0) (0) (0) (173,232)

151,578 151,578

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

(0) (0) (17,940) (35,880) (0) (53,820)

15,698 31,395 47,093

(289,185) (1,015,080) (81,580) (163,160) (0) (1,549,005)

253,036 888,195 71,383 142,765 0 1,355,379

　(３）年度別計画

事 業 の 種 類

住宅建設等助成

（注）　1　それぞれの年度ごとに上段括弧内には総事業費、下段には補助額（復興交付金交付額）を記入すること。

合　　　　計

住宅団地用地取
得及び造成

公 共 施 設 整 備

宅地及び農地の
買取り

農林水産業基盤
等整備

移 転 費 助 成




